
平成 28年 9月 23日 判決言渡 同 日原本領収

平成 28年 (フ )第 3号 放送受信料請求事件
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1 被告は,原告に対し, 4万 3980円 及びこれに対する平成 27年
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12月 1日 か ら支払済みの 日が属する月の前月 (支払済みの 日が偶数

月に属する場合)又 は前々月 (支払済みの 日が奇数月に属する場合 )

の末 日まで, 2箇月当た り2%の害1合による金員を支払え.

2 訴訟費用は被告の負担 とする。

3 この判決は第 1項に限 り仮に執行することができる。

事 実 及 び 理  由

第 1 当事者の求めた裁判

主文同旨

第 2 事案の概要等

本件は,原告が,被告 との間の放送受信契約に基づき,被告に対 し,平成 2

4年 12月 1日 から平成 27年 9月 30日 までの放送受信料 4万 3980円 及

びこれに対する約定遅延損害金の支払を求める事案である.

1 前提事実 (争いのない事実以外は,証拠等を末尾に記載する。 )

(1)原告は放送法に基づいて設立された法人であり,総務大臣の認可を受けて ,

放送受信契約の内容を規定 した 日本放送協会放送受信規約 (以下 「規約」 と

い う。)を定めてお り,そ の概要は,別紙 日本放送協会放送受信規約概要に

記載のとお りである。なお,規約 6条所定の 「期」 とは 2箇月毎の支払期間

をいい, 4月 及び 5月 を第 1期 とし,以後,第 6期 まで 2箇月毎に 1期 とす

る旨定められている (乙 1,弁論の全趣 旨)。

(2)放送受信契約の締結等

ア 原告は,平成 21年 3月 15日 ,被告 との間で,以下の内容の放送受信

契約 (以下 「本件契約」 とい う。)を締結 した (甲 1,乙 1,弁論の全趣

旨)。

171 契約種別  地上契約

0 支払区分  継続振込
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国  受信料額  月額 1275円

の  遅延損害金 被告が放送受信料の支払を 3期分以上延滞 したときは ,

延滞に係 る放送受信料につき,延滞に係 る期の翌期初 日から支払済みの

日の属する期の前期末 日まで 1期 (2箇月)当 た り2%の害」合による遅

延損害金を支払 う。

イ 上記放送受信料額は,平成 26年 2月 19日 付け規約改正により,同年

4月 1日 以降,月 額 1310円 に変更 された (弁論の全趣 旨)。

(3)被告は平成 24年 12月 1日 以降の放送受信料を支払つていない。

2 争′像

被告による放送受信料支払義務の履行拒絶の可否

第 3 争点に関する当事者の主張

1 被告の主張

(1)本件契約の法的性質は,受信の対価 として受信料を支払 うとい う継続的な

有償双務契約であるところ,原告が設置 された社会的 目的等に照 らせば,原

告は,放送受信契約者に対 し,放送法 4条 1項各号を遵守 した放送を提供す

る契約上の義務を負 うもの とい うべきである。

そ して,原告は,平成 24年 12月 16日 に実施 された衆議院議員選挙に

関 し,「二大政党」 と「第 3極」に偏重 した報道を行い,そ の後も安全保障

関連法案に関 し政府側に偏向 した放送を行 うなど,放送法 4条 1項各号に違

反 した放送を繰 り返 してお り,今後も同様の放送を行 う危険性が極めて高い。

このように,原告は,放送法 4条 1項各号を遵守 した放送を提供する契約

上の義務 を履行 してお らず (不完全履行),ま た,今後 も上記義務を履行す

る意思を全 く有 してないことが明らかである。 よって,被告は,同時履行の

抗弁権又は不安の抗弁権を主張するものであ り,こ れにより,受信料支払義

務の履行 を拒絶することができる。

(2)ま た,原告は,視聴者の受信料によって運営されている公共放送とし́て ,

つ
０



視聴者に対 し適切な情報を開示する放送受信契約上の義務 を負っているとこ

ろ,原告は,視聴者である被告訴訟代理人白井啓太郎 (以下 「被告代理人」

とい う。)が平成 26年 2月 18日 付けでした,原告会長任命に係 る内規等

についての開示請求について情報公開を拒絶 し,被告代理人が同年 4月 7日

付けで した再検討の求めについても約 1年 8箇月にわた り放置 して対応を怠

った上 , うち 5件について情報公開を拒絶 した。原告の上記対応は,視聴者

一般に対 し,適切な情報を開示する義務を怠つているものと評価 されるべき

である。 したがつて,被告は,同時履行の抗弁権又は不安の抗弁権により,

上記義務の履行が され るまで受信料支払義務の履行 を拒絶す ることができ

る。

(3)仮に本件契約が有償双務契約ではない としても,放送法の趣 旨から,原告

が同法 4条 1項及び 81条 1項に明確に違反する放送を行い,かつ,それが

継続的に行われ , もはや一般的な批判,言論活動においてその是正が困難な

事態に陥った場合は,放送受信契約者が受信料の支払を一時留保 し,原告に

これを遵守 させ る方法 として,受信料の支払を拒絶することは,放送法上予

定されている正当なもの として許容 されると解すべきである。 したがって ,

被告は,受信料支払義務の履行を拒絶することができる。

原告の主張

(1)受信料は, 日本で唯一公共放送を担 う特殊法人である原告について,公共

性 と表現の自由を確保す るための独立 した自主財源 として設定されたもので

あり,そ の性質は,原告が放送法に定められた業務 (同法 20条各号)を行

うための 「特殊な負担金」 と解すべきであって,対価的給付を前提 としたも

のではない。また,放送法 4条 1項各号は,放送事業者が広 く国民に対 して

負 う倫理的義務を定めたものにとどまるものであって,放送事業者が放送受

信契約者に対 して負 う法的義務を定めたものではなく,上記義務が放送受信

契約の内容 となるものでもない。
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したがつて,原告が上記倫理的義務を負 うことと,原告 との間で放送受信

契約を締結 した者が負 う受信料支払義務 との間には何 ら関係はなく,牽連性

も対価性 も認められない とい うべきであ り,被告の主張 (不完全履行 ,同 時

履行又は不安の抗弁権の主張)はいずれも失当である。

(2)放送受信契約の内容を定める規約には,情報開示制度に関する記載 自体が

なく,受信契約者に対 して適切な情報開示を行 う義務 と受信料支払義務 との

間に牽連性や対価性があることを うかがわせ るような記載も一切ないのであ

るから,情報開示義務違反 を理由とする被告の主張は明らかに失当である。

(3)被告は,原告が放送法 4条 1項及び 81条 1項 に明確に違反する放送を行

い,かつ ,それが継続的に行われ , もはや一般的な批判,言論活動において

,そ の是正が不可能な事態に陥つた場合には,こ れを遵守 させる方法 として受

信料の支払を拒絶することが許容 されるべき旨主張するが,上記主張が どの

ような法的構成によるものであるのかについて具体的主張をしておらず,失

当である。

第 4 当裁判所の判断

1(1)前記前提事実(2)で みたとお り]原告は,平成 21年 3月 15日 ,被告 との

間で本件契約を締結 したものであるから,被告は,原告に対 し,本件契約に

基づき,平成 24年 12月 1日 から平成 27年 9月 30日 までの放送受信料

合計 4万 3980円 の支払義務 を負 うところ,被告は,原告が放送法 4条 1

項各号を遵守 した放送を提供する義務及び適切な情報開示を行 うヽ義務を履行

していないことなどを理由として,同時履行の抗弁権又は不安の抗弁権によ

り,上記放送受信料支払義務の履行を拒絶す ることができる旨主張する。

しか し,放送法は,広告収入等を財政基盤 とする一般放送事業者 と,広告

収入等を財政基盤 とせず ,営利を目的としない原告とを並立させ,かつ,原

告の財政基盤 を放送受信料に依拠 させることによって,広告主や視聴者の意

向に配慮 した一般放送事業者による放送を実施 させる一方,広告主等の意向
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に影響されない原告による放送を実施させ,も つて放送番組の多元性及び質

的水準の確保等を図ろうとするものである。このような放送法の趣旨に加え,

放送受信契約者又は視聴者が極めて多数に及び,その価値観等も多岐にわた

ることなどにも鑑みれば,放送法 4条 1項に定める放送内容に関する義務は,

原告が個々の契約者との関係において放送受信契約に基づき負担する義務で

はなく,放送に際して一般的抽象的に負担する義務であるというべきであり,

上記義務は,被告が負担する放送受信料支払義務と牽連関係にないものと解

するのが相当である。また,放送受信契約 (規約)の内容をみても,原告の

情報開示義務が放送受信契約者の受信料支払義務と牽連性を有するものとみ

るべき根拠は何ら見出せず,原告の情報開示義務と放送受信契約者の受信料

支払義務との間に牽連関係を認めることはできない。

したがって,その余の点について検討するまでもなく,被告の上記抗弁に

ついてはいずれも理由がない。

(2)被告は,原告が放送法 4条 1項及び 81条 1項に明確に違反する放送を行

い,かつ,それが継続的に行われ,も はや一般的な批判,言論活動において

その是正が不可能な事態に陥つた場合には,こ れを遵守させる方法として放

送受信料の支払を拒絶することが許容されるべき旨も主張するが,法的根拠

を欠き失当である。

2  /jヽ括

以上によれば,原告は,被告に対し,本件契約に基づき,平成 24年 12月

1日 から平成 27年 9月 30日 までの放送受信料合計 4万 3980円 及びこれ

に対する平成 27年 12月 1日 (約定遅延損害金の各起算日 〔放送受信料の支

払を 3期分以上延滞した場合における延滞に係る放送受信料につき,延滞に係

る各期の翌期初日。前記前提事実(2)ア ltl〕 のうち,最後の日よりも後の日であ

ると認められる。)か ら支払済みの日が属する月の前月 (支払済みの日が偶数

月に属する場合)又は前々月 (支払済みの日が奇数月に属する場合)の末日ま

偶
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